
文部科学省における原子力人材育成の取組

知識・技術・国際力を兼ね備えた
優秀な人材の輩出

原子力人材育成
ネットワーク

アジア等からの研修生・留学生

国際機関・欧米原子力機関との連携
（学生・講師の相互派遣等）

大学・高専

民間企業
電力会社

研究機関
学会独立行政

法人等

原子力人材育成ネットワーク

（参加機関：70機関 平成27年４月現在）

国際原子力人材育成イニシアティブ
【平成22年度開始】

◆産学官の原子力関係機関が連携し、効果的・効率的・戦略的に行う機関横断的な人材育
成活動（産学官のネットワークの構築、国内・海外における研修カリキュラムの作成･実施、
研究炉やＲＩ施設等を用いた実習）を支援。

（27年度予 算 額 3.5億円）
（26年度予 算 額 3.5億円）

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（競争的資金）
【平成27年度開始】

◆ 「東京電力㈱福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」（平成26年６
月文部科学省）等を踏まえ、国際共同研究を含め様々な分野間の研究者が融合・連携し
た原子力の課題解決に資する研究開発を推進するとともに、産学が連携した人材育成の
取組を支援する。

（27年度予 算 額 14.0億円）

放射線利用技術等国際交流事業(講師育成/研究者育成)※
【講師育成：平成8年度、研究者育成：昭和60年度開始】

◆アジアの研究者等を招聘し、放射線利用技術・原子力基盤技術等に関する研修を実施す
るとともに、我が国の専門家等を派遣し、上記技術についての講義等を実施。
※平成25年度から名称変更（変更前：国際原子力安全交流対策事業（講師育成/技術者交流））

（27年度予 算 額 1.5億円）
（26年度予 算 額 1.6億円）

原子力発電施設等研修事業費補助事業
【平成6年度開始】
◆立地県が実施する原子力分野の基礎及び技術レベル向上のための研修等に補助金を交
付。

（27年度予 算 額 0.9億円）
（26年度予 算 額 1.0億円）

ＪＡＥＡ人材育成センター
◆多彩な施設、広範な専門家、豊富な知識・経験等に基づき、各種国家資格・原子力技術
者の国内研修、国際研修、大学等との連携協力等を実施。

（運営費交付金）

原子力システム研究開発事業（競争的資金）
【平成17年度開始】
◆原子力分野における我が国の国際競争力の維持・向上を図るため、多様な原子力システ
ムに関し､基盤的研究から工学的検証に至る領域まで大学等において革新的な技術開
発を実施するとともに、研究者の育成にも貢献。

（27年度予 算 額 19.9億円）
（26年度予 算 額 19.4億円）

産学官の原子力人材育成機関の相
互協力の強化及び我が国一体となっ
た原子力人材育成体制の構築を目指
し、国（内閣府、外務省、文部科学省、
経済産業省）の呼びかけにより、平成
22年11月に「原子力人材育成ネッ
トワーク」を設立。
これにより、企業や国際社会が求め
る人材像をより的確に把握し、効果的・
効率的・戦略的に人材育成活動を推
進し、知識、技術、国際力を兼ね備え
た優秀な人材を継続的に輩出する。

資料８
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会

原子力科学技術委員会

原子力人材育成作業部会（第１回）
平成27年７月７日
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平成27年度 予 算 額：355百万円
平成26年度 予 算 額：355百万円

知識・技術・国際力を兼ね備えた
優秀な人材の輩出

国際原子力人材育成イニシアティブ

原子力人材育成
ネットワーク

アジア等からの研修生・留学生

国際機関・欧米原子力機関との
連携（学生・講師の相互派遣等）

海外出前講義

概要：東京電力福島第一原子力発電所事故の
教訓等を踏まえ、原子力安全の一層の高
度化を図る上で基盤となる安全・危機管理
に係る人材を育成する。具体的には、福
島県内の環境放射能測定や除染実習の
実践による原子力災害への理解の促進や、
プラントシミュレータを利用したシビアアク
シデント演習等を実施する。

実施事業（例）：
○プラントシミュレータを用いたシビアアクシ
デント想定演習

○福島県内における放射能測定及び除染実
習

○原子力安全や危機管理等に関する国際教
育ネットワークの構築

実施期間：３年間
対象機関：大学、民間企業、独立行政法人 等
実施規模：継続５課題（約０．５億円）

復興対策特別人材育成事業

原子力人材の育成・確保は、原子力の基盤を支え、より高度な安全性を追及し、原子力施設の安全確
保や古い原子力発電所の廃炉を円滑に進めていく上で不可欠である。一方、原子力教育を行う講師や
放射性物質等を扱える原子力施設は限定的であることから、産学官の関係機関が連携することによって、
人材育成資源を有効に活用するとともに、企業や社会から求められる人材像をより適確に把握すること
によって、効果的・効率的に人材育成を行う。
また、東京電力福島第一原子力発電所事故の経験から得られた教訓を国際社会と共有することで、世
界の原子力安全向上や原子力の平和利用に貢献していくことは我が国の責務であり、世界からの期待
でもある。このことから、産学官の関係機関が連携することによって、国際社会からのニーズを踏まえた
人材育成活動を行うとともに、このような活動を通じて、国内の人材育成機能を強化する。

大学・高専

独立行政
法人等

概要：関係機関の連携により、大学等の理工系
学科・専攻における原子力関連教育の高
度化・充実化・国際化や、原子力施設等を
有する機関における高度原子力教育等を
実施する。また、世界の原子力安全向上
への貢献に資する人材育成に取組むとも
に 、このような活動を通じて 、国内
の人材育成機能を強化する。

実施事業（例）：
○原子力安全や技術者倫理等に関する教育
カリキュラムの整備・開発・試行

○ホットラボや放射性同位元素使用施設に
おける高度原子力教育

○原子力導入国において行われる当該国の
ニーズをふまえた人材育成の支援

実施期間：３年間
対象機関：大学、民間企業、独立行政法人 等
実施規模：継続１０課題（約１．６億円）

新規７課題程度（約１．５億円）

機関横断的人材育成事業

研究機関
学会

民間企業
電力会社

実習風景
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英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業
平成２７年度予算額：１，４０２百万円（新規組替）

早急な対応が求められる福島第一原発の廃炉等の課題に正面から向き合い、課題解決・イノベーションを起こして
いくためには、これまでの原子力分野における知見や経験のみならず、国内外の英知を結集した研究開発が極めて重要である。
このため、 「東京電力㈱福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」（平成26年６月文部科学省）等を踏まえ、
国際共同研究を含め様々な分野間の研究者が融合・連携した原子力の課題解決に資する研究開発を推進するとともに、産学が
連携した人材育成の取組を支援する。

【廃炉加速化研究プログラム】

原子力基礎基盤戦略研究プログラム （９億円）

【戦略的原子力共同研究プログラム】

将来的には福島に
拠点を形成予定

大学等の研究機関が中心となった拠点において、人材育
成プログラムを公募し、国際廃炉研究開発機構（IRID）等と
連携することで、廃炉に貢献する人材を育成・確保。

これまでの研究分野を超えた連携により、原子力の安全
性向上や、新たな原子力利用による課題解決に貢献す
る基礎研究を推進。

廃止措置研究・人材育成等強化プログラム （５億円）

廃止措置等基盤研究

拠点機関：○○大学

共同研究機関
○○大学、○○高専、・・・

英、米、仏との国際
共同研究課題等を公募。

国際廃炉研究開発機構（IRID）

・廃止措置現場のニーズに沿った将来を見据えた人材育成
・海外の事故対応経験のある海外の専門家の参画
・国内外のメーカー等との共同研究 等

NDF

廃炉技術研究の

企画立案・進捗管理等

研究成果の

取りまとめ

廃炉実施主体
（東京電力）

原賠・廃炉支援機構（NDF）等の方針の下、廃炉の加速等
に貢献する国際共同基盤研究等を推進。

施設の利用専門家派遣

技術提供

目的・概要
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アジア原子力協力フォーラム（FNCA）の参加国を
中心として、アジア諸国の原子力に関する研究者
等を、我が国の原子力研究機関および大学に招へ
いし、放射線利用技術・原子力基盤技術等に関す
る研修および技術実習を実施。

招へい者の実習の様子

●研究者育成事業

●講師育成事業

アジア原子力協力フォーラム（FNCA）の参加国を
中心として、アジア諸国の研究所等の講師候補を招
へいするとともに、過去の受講生に対してフォロー
アップのために教官を派遣し、各国が独自で放射線
利用技術・原子力基盤技術等に関する研修を開催
するために必要となる技術等の研修等を実施。

招へい者の実習の様子

平成27年度予 算 額：107百万円
平成26年度予 算 額：107百万円

平成27年度予 算 額：48百万円
平成26年度予 算 額：51百万円

放射線利用技術等国際交流事業
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原子力システム研究開発事業

• 原子力が将来直面する様々な課題に的確に対応し解決するとともに､原子力分野における我が国の国際競争力の維持･向上を図るため、
多様な原子力システム（原子炉、再処理、燃料加工）に関し､基盤的研究から工学的検証に至る領域における革新的な技術開発を実施。

• 特に、東電福島第一原子力発電所事故及び「エネルギー基本計画」（平成26年4月11日閣議決定）を踏まえ、大学等研究機関における既
存原子力施設の安全対策強化等に資する共通基盤的な技術開発、放射性廃棄物の減容及び有害度低減に資する技術開発を引き続き
支援する。

実施主体：文部科学省 選定方法：専門家からなるPD・PO及び審査員による審査のうえ採択（競争的資金制度）

◆原子力発電所事故を踏まえ、革新的原子力システムと既存原子力施
設の安全性向上に関する共通基盤技術の強化・充実に資する研究
開発を実施する。

◆考慮すべき重点事項

○原子力安全基盤技術の維持強化

○原子力基盤を支える人材育成の強化

◆期 間：４年以内

◆対象機関：大学、独立行政法人、社団・財団法人、民間企業等

◆実施方式：国からの研究委託

安全基盤技術研究開発
(13.9億円)

（国が直接実施する必要のある国家課題対応型研究開発推進事業として一体的に推進）

＜概要＞

放射性廃棄物減容・有害度低減技術研究開発
(4.5億円)

◆放射性廃棄物の減容及び有害度の低減等を目的とした専焼炉や使
用済燃料の処理技術等の環境負荷低減技術に関する革新的な技
術開発を実施する。

◆考慮すべき重点事項

○放射性廃棄物の減容、有害度低減等の技術開発

○原子力基盤を支える人材育成の強化

◆期 間：４年以内

◆対象機関：大学、独立行政法人、社団・財団法人、民間企業等

◆実施方式：国からの研究委託

【研究例】極限荷重に対する原子炉構造物の破損メカニズム解明と破局的破壊
防止策に関する研究開発

注）このほか、研究課題の進捗管理等を行う課題管理として、１．５億円がある。

【研究例】「もんじゅ」データを活用したマイナーアクチニド核変換の研究

平成27年度予算額 １，９９１百万円
（平成26年度予算額 １，９４０百万円）
特会法施行令第51条第4項第3・5号
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